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本稿は，南海トラフ地震により中京都市圏の交通体系が被害を受けたと想定し，被災した交通網に応じ

てゾーン間所要時間を算出する所要時間計測モデルと，ゾーン間所要時間に反応して生産量を決定する生

産関数を組み合わせたモデルを構築することで，震災直後の経済被害がどのような要因に起因しているか

を地域別・産業別に分析するものである．その結果，津波により直接被害を受けた沿岸部では中間財搬入

量の減少や 終財出荷量の減少といった物流に係る要因が，反対に内陸部では労働量が不足することがそ

れぞれ生産を妨げる主要因になることを示した．また，被災後のインフラ復旧を想定した政策分析から，

効率的な復興のためには被災要因や地理的要因など地域間の異質性を考慮した包括的な対策をとる必要が

あることが示唆された． 

 

Key Words : economic damage assessment in the short-run, optimun recovery plan analysis 
 

 

1. はじめに 

 

 日本はこれまで，その地形的な条件から度重なる地震

災害に見舞われてきた．1995年には兵庫県南部地域を震

源とした阪神・淡路大震災が発生し，同地域に深刻な被

害を与えた． 2011年 3月 11日に起きた東日本大震災で

は，地震動による被害のみならず津波や原子力発電所の

被災などの複数の要因によりこれまでにない広範囲にお

いて被害を被ることとなり，自動車産業などの大規模な

サプライチェーン構造を持つ産業が広く被災したことに

より日本全体の経済に大きな影響を与えた．またこの際，

東日本大震災への政府の対応が阪神大震災のときと比べ

て遅れているといったことが大きく問題視された．当時

の記事を引用すると，「（阪神際大震災）当時の村山政

権は震災発生 3日後に小里貞利氏を震災担当相に任命，

現地の陣頭指揮に当たらせた．復興基本法は発生 36 日

後には成立し，その 3日後には復興対策本部が初会合を

開いた．一方，菅政権では震災から 1カ月半もたちなが

ら，復興対策本部も復興担当相も置かれていない」1)と

いった批判が見られ，震災発生から 5年がたった現在で

も被災地域経済への影響は継続している．また，東日本

大震災の際には，地震動や津波による生産設備の損壊や

販売先の被災といった中・長期的な被害だけでなく，一

時的に道路や鉄道が被災したことによる人材不足や中間

財調達の遅れといった短期的な要因により企業の生産が

滞ることとなり 2)，被災地域のみならず日本全国にその

影響が波及した．地震などの災害直後の対応は，その後

の経済復旧に対して時間的にも空間的にも影響を及ぼす

ことが考えられ，効率的な復興計画の立案のためには後

者の短期的な被災要因に着目することが重要だと考えら

れる．しかし，経済被害がどういった要因に起因するか

は地域ごとの地理的条件や産業構造によっても異なるた

め，特定的な政策の実施は地域によってうまく作用しな

い可能性がある．従って，効率的な復興政策を立案する

にあたっては各地域ごとの被災要因を把握した上で包括

的な対策をとることが重要だと考えられる． 

これまで災害を対象とした経済被害予測の研究は多数

行われている（例えば，小池ら[2014]3）や土屋ら[2006] 4））

が，それらは中・長期的な均衡状態を仮定したものであ

り，災害直後に瞬時に発生する混乱などを表現できるも

のではなく，このような短期的な被害を計測する試みは

なされていない． 
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本研究では，南海トラフ地震発生により道路や鉄道路

線の損傷などの短期的なシナリオ想定のもと，中京都市

圏を対象とした交通ネットワークを構築し，算出された

ゾーン間所要時間に応じて生産量を決定する生産関数と

組み合わせることで被災直後の経済被害額を地域別・産

業別に推定する．また，労働供給量・中間財搬入量・

終財出荷量それぞれの減少を仮定し，3 つのうちどの要

因が も被害に起因しているかを地域別・産業別に分析

する． 終的には，鉄道や道路といった交通手段に対す

る復旧アプローチの違いが地域経済に与える影響を定量

的に分析することで，効率的な復興計画について提言を

行うことを目的とする． 

 

 

2. 短期的経済影響評価モデル 

 

(1) モデルの全体構造 

本研究のモデルの全体構造は図-1に示す通りである．

本モデルは，短期被害シナリオ下における所要時間を計

測する所要時間計測モデルと，所要時間の変化に反応し

て生産量を決定する生産関数を組み合わせて構築した短

期的経済影響評価モデルである．道路や公共交通などイ

ンフラの被災をシナリオとして与えると，所要時間計測

モデルにより変化後のゾーン間所要時間が計算され，所

要時間の変化に応じてシナリオ下の労働供給量・中間財

搬入量・ 終財出荷量が算出される．これら 3つの変数

をレオンチェフ型で特定した生産関数に組み込むことに

より 終的に地域別・産業別のシナリオ下における生産

量が決定されるモデルである． 

 

(2) 所要時間計測モデル 

所要時間計測モデルでは，対象地域の道路及び公共交

通ネットワークを各ゾーンのセントロイドと接続するこ

とで仮想的なネットワークをそれぞれ構築する．その後，

道路ネットワークに対しては交通量配分，公共交通ネッ

トワークに関しては混雑を考慮しないという仮定から

短経路探索をそれぞれ行うことにより，それぞれの手段

においてゾーン間所要時間を算出する．道路及び公共交

通に交通不可などのシナリオを与えると，シナリオ下に

おけるネットワークにおける所要時間を算出する．この

際，シナリオの与え方によってはリンク及びセントロイ

ドの集合が分離してしまうことがあるが，目的地のセン

トロイドが同集合内に存在しない場合は移動そのものを

行わないと仮定している． 

交通需要予測に関しては，本来であれば発生交通量，

目的地，交通手段，経路を順に推定する 4段階推定法を

用いることが一般的である．しかし，本研究では被災時

の瞬間的な生産活動に係る交通体系への影響に焦点を当

てており，短期的には発生交通量，目的地，交通手段は

変更されないと想定しているため，所要時間計測モデル

では経路選択モデルのみを扱う．また，道路ネットワー

クにおける交通量配分に関してもより精密には利用者均

衡配分を用いるのが望ましいが，本研究では計算負荷の

軽減のため分割配分法を用いて計算を行っている． 

 

(3) 生産関数 

終的な地域 j産業 nにおける生産量 j
nd は，(1)式で表

される． 

 f
j

nx
j

nL
j

n
j

n yyyd ___ ,,min  (1) 

L
j

ny _' は，シナリオ下におけるゾーン jの産業 nの労働

制約下生産量を表しており，通常の財一単位を生産する

のに必要な労働の投入比率のもとで，シナリオにより労

働供給量が減少した場合に生産される財の量である．こ

れは，労働供給量のみが減少した場合を想定しており，

中間財搬入量などの他の要因は加味していない状態の生

産量であることに注意する必要がある．同様に，
x

j
ny _' ，

f
j

ny _' はそれぞれシナリオ下において中間財の届く量が

減少した場合の生産量，出荷能力（量）が低下した場合

の生産量である．つまり，(10)式は労働量の減少・中間

財の減少・出荷量の減少のうちで も影響の大きい要因

がボトルネックとなり，その要因のもとでの生産量を

終的に選択するという行動を表現したものである．（例

図-1 モデルの全体構造 
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えば，労働量や中間財が通常通り確保できたとしても，

輸送経路が被災しいつもより輸送に余分に時間がかかる

場合は，初めから出荷できる分までで生産を停止する．） 

シナリオ下におけるゾーン j 産業 n の労働・中間財・

終財の制約下における生産量はそれぞれ(2)~(4)式で表

される． 

j
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L
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n a

L
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'
'_   (2) 
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j
n

m
jf

j
n yuy _'  (4) 

ただし，
L

j
ny _' ：withにおけるゾーン j産業 nの労働制約

下生産量，
x

j
ny _' ：withにおけるゾーン j産業 nの中間財

制約下生産量，
f

j
ny _' ：withにおけるゾーン j産業 nの

終財制約下生産量， j
ny ：withoutにおけるゾーン j産業 n

の 終財生産量， j
Lna ：ゾーン j産業nへの労働の投入比

率， j
mna ：ゾーン j産業 nに係る投入係数である． 'j

mnx ：

withにおける産業 mからゾーン j産業 nへ投入される中

間財搬入量， m
ju ：withにおけるゾーン j産業mの 終財

出荷量の減少割合である． 

本研究では，シナリオとして道路や鉄道が一時的に通

行不可となるといった短期的な被害状況を想定しており，

このような短期的な状況下では労働と中間財，各産業に

おける中間財同士は代替不可能であるという仮定を置い

ているため，生産関数はすべてレオンチェフ型で設定し

ている．ただし， 終財制約下での生産量に関しては，

もとの 終財出荷量にゾーン間所要時間に応じて決定さ

れる 終財出荷量の減少割合を掛け合わせて設定される． 

以下に，所要時間計測モデルより算出された所要時間

から労働供給量・中間財搬入量・ 終財出荷量が決定さ

れる構造について記述する． 

a) 労働供給量の決定 

本研究では，with/without それぞれにおけるゾーン間所

要時間の差を労働時間の減少量とし，その減少割合分だ

け労働量が減少するという仮定を置いている．平常時の

1日当たり1人当たりの労働時間を8時間と想定し，with

における労働量の減少割合 L
js を(5)式のように定義する． 
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(5) 

ただし， L
js ：ゾーン j の労働量の減少割合， car

ijN ：

without における ij 間の自動車通勤トリップ数， pub
ijN ：

without における ij 間の公共交通通勤トリップ数，

'pub
ijN ：with における ij 間の公共交通通勤トリップ数， 
car
ijE ：ij間の自動車のゾーン所要時間の差である． 

(5)式の右辺における分母はwithoutにおけるゾーン jに

通勤する人々の総労働時間を，分子はwithにおけるゾー

ン j に通勤する人々の総労働時間をそれぞれ表現してい

る．自動車においてはゾーン j への通勤トリップ数は変

化しないが，通勤と帰宅にかかる余計な時間分だけ労働

量が平常時の 8時間から減少する．公共交通においては，

混雑は発生しないと考えているため労働時間は変化しな

いが，被災による交通規制により目的地に到達できない

場合は通勤しないという仮定を置いているため，被災前

後で通勤トリップ数が変化する．(5)式を用いて，with に

おけるゾーン jの産業mの労働量 は(6)式のように定義さ

れる．人流 OD 作成に用いた第 5 回中京 PT データでは

業種が第 1次～第 3次には分類可能であるが，本研究で

は簡単化のため産業によらず労働量の減少割合はなどし

いと仮定している． 

n
j

L
j

n
j LsL '  (6) 

ただし， 'n
jL ：withにおけるゾーン jの産業 iの労働量，

n
jL ：withoutにおけるゾーン jの産業 iの労働量である． 

b) 中間財搬入量及び最終財出荷量の決定 

労働量と同様に，中間財搬入量及び 終財出荷量につ

いてもその減少量を考慮する．本研究では貨物の輸送は

自動車のみを考慮しているため，上記の 2種類の財の輸

送については公共交通の影響は無視している．中間財搬

入量及び 終財出荷量については，目的地までの所要時

間がある比率以上に大きくなる場合において搬入あるい

は出荷を取りやめるという条件を設けており，その条件

下における中間財搬入量 m
ijI 及び 終財出荷量 'm

jkF を用

いて，with における中間財搬入量及び 終財出荷の減少

割合を (7)式，(8)式のように定義する． 
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m
j F

F
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(8) 

ただし， m
jt ：withにおけるゾーン j産業 mの中間財搬入

量の減少割合， m
ijI ：withoutにおける ij間産業 mの中間

財搬入量， 'm
ijI ：withにおける ij 間産業 mの中間財搬入

量， m
ju ：withにおけるゾーン j産業mの 終財出荷量の

減少割合， m
jkF ：withoutにおける jk間産業mの 終財出

荷量， 'm
jkF ：withにおける jk間産業mの 終財出荷量で

ある． 

 (7)式，(8)式を用いてwithにおけるゾーン j産業mの中

間財搬入量は(9)式， 終財出荷量は(4)式（再掲）のよ

うに定義される． with における 終財出荷量
f

j
ny _' はゾ

ーン間所要時間が一定の比率以上になると出荷できない

という条件のもとでの生産量と考えており，企業は生産

したすべての 終財が出荷できる水準までで生産を停止

することを意味している． 
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j
mn

m
j

j
mn xtx '  (9) 

j
n

m
jf

j
n yuy _'  (4) 

ただし， 'j
mnx ：withにおける産業 mからゾーン jの産業

n へ投入される中間財搬入量， j
mnx ：without における産

業 mからゾーン jの産業 nへ投入される中間財搬入量で

ある．  

 

 

3. シミュレーション分析 

 

(1) データセットの概要 

分析に当たり整備したデータセットを表-1に示す．対

象範囲は図-2に示す通り中京都市圏であり，三重県北部，

岐阜県南部及び愛知県全域からなる．ゾーン分割は市区

町村区分の111ゾーンであり，セントロイドは各ゾーン

の市役所，区役所，町役場，村役場にそれぞれ設定して

いる．分析対象地域として中京都市圏を選択した理由と

しては，近く南海トラフ地震の発生が予想されているこ

とに加え，自動車産業や化学及び石油産業が多く立地し

ていることから原材料の輸送が活発に行われており，被

災実態を要因別に分析するのに適切であると考えたため

である．以下に，所要時間計測モデルの構築及び生産関

数の設定に用いたデータセットの整備方法について記述

する． 

a) 道路ネットワーク 

デジタル道路地図（DRM）をもとに本研究ゾーン中

心（セントロイド）からのアクセス・イグレスリンクと

一体的な道路ネットワークを構築した(図-3)．各リンク

の交通容量に関しては，島川ら[2009]19)をもとに道路種

別ごとに設定しており，リンク速度はH22道路交通セン

サスのデータより12時間平均速度を用いている．高速道

路料金は初乗り150円，距離制単価を1km当たり24.6円に

設定している20)．また本研究では計算の簡略化のため，

細街路は考慮していない． 

b) 公共交通ネットワーク 

国土数値情報の鉄道データをもとに，鉄道ネットワー

クを構築し，本研究ゾーン中心からのアクセス・イグレ

スリンク，鉄道駅乗り換えリンクを一体的なネットワー

クとし，公共交通ネットワークを構築した(図-4)．道路

ネットワークと異なり，混雑を考慮しないため各リンク

の交通容量は無限大に設定しており，速度は鉄道会社問

わず一律 60km/h に設定している．鉄道駅間の乗り換え

に関しては，鉄道駅間の距離が 400m 以内（徒歩 5 分圏

表-1 整備したデータセット 

項目 利用データ 

道路 NW 
デジタル道路地図（DRM）5) 

H22 道路交通センサス 6) 

公共交通 NW 国土数値情報 7) 

人流 OD H23 中京圏 PT 調査 8) 

物流 OD H19 中京圏物流調査 9) 

地域別産業別

生産額 

H23 経済活動別総生産 10) 11) 12) 

H21 経済センサス基礎調査 13) 

H24 年経済センサス活動調査 14) 

H25 工業統計 15) 

H17 産業連関表 16) 17)18) 

投入係数 H17 産業連関表 

 

図-2 中京都市圏ゾーン 

図-3 道路ネットワーク 

図-4 公共交通ネットワーク 
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内）であれば乗り換えを考慮するものとし，時速

4.8km/h，交通容量無限大の鉄道駅間乗り換えリンクを

作成した．運賃は 1km あたり 15 円の乗車運賃に加え，

鉄道会社ごとの初乗り運賃を加算することで設定した． 

c) 人流及び物流OD表の整備 

人流に関しては，H23中京圏PT調査をもとにODトリ

ップを目的別・手段別に集計し，本研究ゾーン単位にお

ける人流 OD表として整備した．人流トリップに関して

は，目的を通勤及び帰宅，手段を自動車及び公共交通と

しているため合計 4種類のOD表が作成される． 

物流に関しては，H19 中京圏物流調査をもとに目的：

業務・手段：自動車について ODトリップを集計し，本

研究ゾーン単位での物流 OD表を整備した．なお，第三

次産業と建設業に関しては，対応する物流 ODが存在し

ないため中間財の減少量と 終財の出荷量の減少の影響

は考慮できないことに注意する必要がある． 

d)  地域別産業別生産額の作成 

地域別産業別生産額データの作成方法を表-2に示す．

データの作成方法は産業別・地域別に異なるため，以下

のように分類する． 

 名古屋市内における製造業以外の産業の生産額デ

ータは，愛知県の H24 経済活動別総生産のデータ

を H24 経済センサス活動調査の各産業の従業者数

で按分することで算出する． 

 名古屋市以外の東海3県市町村における製造業以外

の産業の生産額データは，各県の平成 23 経済活動

別総生産の生産額データをそのまま用いる． 

 東海3県市町村における製造業の生産額データは，

H25工業統計「製造業出荷額等」に「H17各県産業

連関表」の付加価値比率を乗じて市区町村別業種

別付加価値額を算出し，各県の H23 経済活動別総

生産を上記指標で按分することにより算出する． 

 

 

e) 投入係数の設定 

ゾーン j産業 nへの財mの投入比率 j
mna 及びゾーン j産

業 n への労働の投入比率 j
Lna は，それぞれ各県の H17 産

業連関表を用いて設定した．ただし，投入係数に関して

は，各県で作成されたものを用いているため市区町村レ

ベルでも同一産業であれば同じ比率を設定していること

となり，地域ごとの生産構造の違いを区別できないこと

に注意する必要がある． 

 

(2) シナリオの設定 

本研究で想定しているシナリオは以下の通りである． 

シナリオ：津波による浸水域において水位が 0.01m以

上と想定されている区域に対応する道路

及び鉄道を使用不可とする． 

浸水域に関しては，中部地方整備局が作成した「南海ト

ラフの巨大地震」21)で示されている区域を参照している．

なお，公共交通ネットワークに関しては浸水域に対応す

るリンクが所属する路線が運転見合わせになるという想

定のもと，路線全体を使用不可としている．また，図-5

はシナリオによりゾーン間所要時間が大幅に増加した

OD トリップを表した希望線図である．上記資料内では

表-2 地域別産業別生産額データの作成方法 

 

図-5 自動車のゾーン間所要時間の増加分 
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図-5に示す木曽川，揖斐川の上流部までが浸水域に指定

されており，この 2つの河川を通過する交通はすべて浸

水域の北側を経路として選択することになるため，河川

を挟んで東西方向に移動するトリップは所要時間が大幅

に増大している．  

  

 (3)  経済被害額の算出結果 

a)  地域別産経済被害額 

シナリオ実施時の中京都市圏全体での総被害額は約9

兆7,000億円と算出され，これは中京都市圏のGDPの約

25％である．ただし，この算出額はシナリオで与えた被

害が1年間継続した場合の被害額であり，交通網が被災

し復旧までに5日かかったとすれば，この額の1/70程度

の値を実際の被害額と捉えることができる．また，図-6

に示す地域別の被害額を見ると，津波の影響で沿岸部の

名古屋市周辺地域や石油化学産業の立地する三重県四日

市市周辺おいて大きな被害が出ていることがわかる．一

方，愛知県安城市は内陸部であるにも関わらず被害が大

きく算出されていることがわかる． 

b)  産業別経済被害額 

次に，図-7に示す産業別の経済被害額の分布を見ると，

製造業の被害が も大きく，次いで卸売・小売業及びサ

ービス業が大きく算出されている．一方，農業，林業，

水産業，鉱業はほとんど被害を受けておらず， これは

直接的な被害を受けた沿岸部周辺の都市部ではこれらの

産業規模が小さく，中京都市圏の北部及び東部に多く立

地しているためであると考えられる． 

続いて，中京都市圏の産業被害実態を詳細に把握する

ために製造業を中分類に分けて被害の内訳を観察する．

製造業に焦点を当てた理由としては，被害が も大きい

産業であることに加え，本研究の主目的である労働供給

量・中間財搬入量・ 終財出荷量それぞれの減少という

要因別分析を行うのに適切であると判断したためである．

また，卸売・小売業及びサービス業も被害が非常に大き

い産業であるが，本研究で扱っている中京圏物流調査デ

ータでは第三次産業に対応する物流データが存在しない

ため，中間財及び 終財の輸送に係る被害計測ができな

いことからも製造業を分析対象とすることは適切だと考

えられる．図-8の製造業中分類別経済被害額の分布を見

ると，輸送機械の被害額が約7,000億円と大きく，製造

業全体の被害額の約27％を占めている．輸送機械以外の

産業では，化学，電気機械，電子部品，石油石炭などの

産業において被害が出ており，中京工業地帯の主要産業

において大きな被害が計測されていることがわかる． 

c)  輸送機械産業における地域別要因別経済被害額 

製造業の中で も被害額の大きい輸送機械産業につい

て着目し，労働供給量・中間財搬入量・ 終財出荷量の

うち も被害に起因した要素はどれであるかを地域別に

分析する．図-9は輸送機械産業における経済被害額を地

域別・要因別に色分けして図示したものである．赤色は

労働供給の不足がその地域の経済被害に も起因した要

図-6 地域別経済被害額 

図-7 産業別経済被害額の分布 

図-8 製造業中分類別経済被害額の分布 

図-9 輸送機械産業の地域別要因別経済被害額 
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因であることを表し，同様に青色は中間財が届かないこ

と，緑色は出荷能力が低下したことが経済被害に与えた

影響が も大きいことをそれぞれ表しており，色の濃淡

は経済被害のレベルを示している．被害額の大きい地域

は豊田市周辺であり，主要な自動車産業が立地している

地域である． 

要因別に見ると，伊勢湾沿岸部では中間財や出荷量の

減少が被害の主要因となっている地域が多く見られ，反

対に，直接的には津波による影響を受けない内陸部では

労働供給の不足が主要因となっている地域が多いことが

わかる．沿岸部地域においては東西方向の移動の際に図

-7に示しているように木曽川と揖斐川の流域に指定され

ている浸水域を大回りして移動する必要があり，大幅に

所要時間が増加することで中間財の搬入や 終財の出荷

を取りやめる企業が出現し始めたため，物流に係る要因

が経済被害に も影響する地域が多く計算されたのだと

考えられる．それに加え，沿岸部では直接的に道路が被

災したことで通行できる経路が減少し，それにより混雑

が促進したことで物流に係る中間財搬入及び 終財出荷

に影響を与えたのだと考えられる．内陸部については，

沿岸部地域からの物流に関しては滞ることが想定される

が，主要な自動車産業が内陸部に多く立地していること

と，大きな交通を阻害する要因である2河川を横断する

際にも元々長距離の移動であることから所要時間の比に

はさほど影響せず，物流への影響が顕著には現れなかっ

たものと考えられる． 

 

(4) インフラ復旧政策による被害軽減効果分析 

後に，効率的な復興計画を提案することを目的に，

鉄道のみを集中的に復旧した場合，あるいは道路のみを

集中的に復旧した場合を想定し，この2つの政策によっ

て経済被害軽減効果及びその地域分布にどのような差異

が見られるかを分析する． 

図-10，図-11はそれぞれ鉄道のみを復旧した場合及び

道路のみを復旧した場合の輸送機械産業の地域別・要因

別被害額である．鉄道復旧政策を実施した図-10と政策

未実施の図-9を比較すると，中間財の不足や 終財の出

荷能力の低下が被害の主要因である地域に関してはさほ

ど効果が見られないが，自動車産業が多く立地し労働力

不足が被害の主要因であった豊田市周辺地域では経済被

害額が大きく減少している．このことから豊田市周辺で

は自動車よりも鉄道など公共交通機関を利用し通勤して

いる人々が多いことがわかる．一方で，いなべ市や田原

市など鉄道を復旧しても労働供給不足が大きく解消され

ないような地域も見受けられるが，これはそもそも通勤

に鉄道ではなく自動車を利用していた人々が多い地域で

あるためだと考えられる．次に，道路復旧政策のみを実

施した図-11と政策未実施の図-9を比較すると，中間財及

び 終財に係る経済被害が解消され，中京圏全域におい

て労働量不足が被害の主要因となることが読み取れる．

ただし，鉄道のみを復旧したときと同様に鈴鹿市や名古

屋市港区，西尾市などの地域では，中間財の減少や出荷

量の減少による被害の影響はなくなったが労働量の減少

による影響が大きく残っている．これらの地域では，普

段から鉄道を利用して通勤している人々が多いとみなす

ことができる． 

また，政策による経済被害額の関係を整理すると表-3

のようになる．全産業についてみると，鉄道を復旧した

際の被害軽減率は12％であるのに対して，道路を復旧し

た際の被害軽減率は68％と非常に高い．輸送機械産業に

 

図-10 鉄道復旧時における輸送機械産業の 

地域別要因別経済被害額 

 

 

図-11 道路復旧時における輸送機械産業の 

地域別要因別経済被害額 

 

表-3 政策実施後の経済被害額（億円） 

政策 全産業 輸送機械 

未実施（図-9） 96,948 6,948 

鉄道のみ復旧（図-10） 85,710 5,973 

道路のみ復旧（図-11） 30,665 1,782 

 

鈴鹿市 

名古屋市港区 

西尾市 

いなべ市 

田原市 
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おいても鉄道及び道路復旧による被害軽減率はそれぞれ

14％，74％であり，道路による復旧効果の方が鉄道より

もはるかに大きいということがわかる．これは，鉄道が

通勤のみに作用するのに対して道路の復旧は通勤だけで

なく貨物の輸送にも影響し，多面的な効果があるためだ

と考えられる． 

 

(5)  分析から得られた知見の整理 

以下に，要因別経済被害の計測及び政策分析から得ら

れた知見を整理する． 

要因別経済被害の計測から，津波により被災した場合

には沿岸部地域では中間財搬入量の減少や 終財出荷量

の減少などの物流に係る要因が被害に も起因する傾向

にあることがわかった．一方で，直接被害を受けていな

い内陸部地域では労働供給量が不足することが生産を妨

げる主要因になる傾向も見て取れた．これらは今回大き

く交通を妨げる要因となった木曽川及び揖斐川の浸水域

によるものである．沿岸部地域では，東西方向の移動に

際して上記2河川の浸水域を大回りして回避する必要が

あり，もともとの移動距離との差が大きくなり物流に係

る活動を取りやめたことが原因と考えられる．内陸部地

域では，2河川との距離が離れていることもあり，河川

を挟んだ東西方向の移動の際にも所要時間の差は小さく，

物流による影響はさほど受けないのだと推測される． 

政策分析からは，鉄道あるいは道路どちらか一方だけ

を復旧した際には，通勤という単一的な効果を持つ鉄道

よりも通勤及び貨物輸送という多面的な効果のある道路

の復旧を優先した方が経済被害の軽減効果は大きいとい

うことがわかった．ただし，鉄道だけ，あるいは道路だ

けのどちらか一方だけを復旧したとしても，効果的に被

害を減少させることができない地域も存在することがわ

かった．本研究では，このような極端な政策設定のもと

で被害軽減効果を試算したが，効率的な復興のためには

一つの被災要因に対して集中的に対策を施すのではなく，

被災要因や地理的要因など地域間の異質性を考慮した包

括的な対策をとる必要があることが示唆された． 

本研究では，鉄道による貨物の輸送は考慮しないとい

う仮定を置いているため，鉄道による移動は通勤目的の

みを扱うことになり，その結果，道路復旧時には鉄道被

災による労働供給量の減少による影響のみが表れること

となった．そのため，鉄道復旧による被害軽減効果につ

いては実際よりも過小評価されている可能性があり，一

概に道路の復旧を優先した方が良いとは言えないものの，

現実においても貨物の輸送は自動車による比率が高いた

め，鉄道及び道路復旧による被害軽減効果の傾向は捉え

られていると考えられる． 

 

 

4. おわりに 

 

(1)  まとめ 

本研究では，災害直後の効率的な復興計画の混乱状態

をモデルを用いて表現し，短期的な被害が発生した 

まず，第2章では本研究で扱うモデルの全体構造と各

段階における計算方法について整理を行った．本研究で

構築した短期的経済被害評価モデルは所要時間計測モデ

ルとゾーン間所要時間に反応して生産量を算出する生産

関数を組み合わせたモデルである．シナリオとして道路

や道路や鉄道などの損傷を与えると，そのシナリオのも

とでのゾーン間所要時間が算出される．算出したゾーン

間所要時間から労働供給量・中間財搬入量・ 終財出荷

量それぞれの減少量が決定され，これらを制約条件とし

て各要素ごとに制約下における生産量が算出される．短

期的には労働や中間財の代替は行われないという仮定の

もと，レオンチェフ型の生産関数から 終的に生産され

る財の量が決定される構造である． 

次に，第3章では計算に用いるデータセットの整備方

法について示した後，ネットワークに与える被災シナリ

オの設定を行った．設定したシナリオのもとで，地域

別・産業別の経済被害額を算出し，本研究の主旨である

要因別経済被害額の推定を行うのに適切だと考えられる

製造業について詳細な分析を行った．さらに製造業の中

でも特に被害の大きい輸送機械産業について要因別の分

析を行い，復興政策による地域ごとの経済影響の違いに

ついて考察を行った．分析から得られた知見は以下のと

おりである． 

 要因別経済被害の計測より，津波により被災した

場合には，沿岸部地域では中間財搬入量の減少や

終財出荷量の減少などの物流に係る要因が被害

に も起因する傾向にある一方で，直接被害を受

けていない内陸部地域では労働供給量が不足する

ことが生産を妨げる主要因になる傾向がある． 

 政策分析より，経済被害軽減効果が大きいのは道

路のみを復旧した場合であるが，どちらか一方だ

けを復旧したとしても，効果的に被害を減少させ

ることができない地域も存在するため，効率的な

復興のためには一つの被災要因に対して集中的に

対策を施すのではなく，被災要因や地理的要因な

ど地域間の異質性を考慮した包括的な対策をとる

必要性が示唆された． 

 

(2)  今後の課題 

a) 物流調査データの精度 

本研究では，中京都市圏において10年毎に実施されて

いるH19中京圏物流調査データを用いて，物流OD表を

作成している．しかし，本データの有効サンプル数は約
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2,000程度であり，本研究の111ゾーンという細かいゾー

ン区分において経済被害を算出するには不十分である．

本研究で扱う111ゾーンにおけるODペアは10,000を超え，

これに対してサンプルの2,000トリップを配分すると空

白になるODペアが大半になることがわかる．従って，

より精緻な物流の流れを分析するためには，物流センサ

スなどの他の統計データと組み合わせる方法や，対象地

域の企業データや産業別従業員数から物流トリップにつ

いて推定を行うなどの対策が必要だと考えられる． 

b) 中間財搬出及び最終財出荷の取りやめに係る閾値  

本研究では，被災時に道路及び公共交通機関がダメー

ジを受けゾーン間所要時間が変化するというシナリオを

設定しており，その際ゾーン間所要時間が従来に比べて

一定の比率以上に大きい場合には中間財の搬出及び 終

財の出荷を取りやめるという仮定を置いている．その閾

値を今回の分析では1.5倍としたが，この値は恣意的，

主観的に設定したものであり実際の統計データをもとと

したものではない．また，この閾値は産業に関わらず一

定であり中間財の出荷， 終財の出荷に関しても区別し

ていないことに加えて，所要時間が何倍になったかとい

う比率のみを考慮しているため，短時間の輸送や長時間

の輸送を同じシナリオで扱っている．実際には，産業に

よっては所要時間が1時間から3時間になろうが運送を行

うことも考えられ，逆に所要時間が15分から30分に増え

たくらいではどのような産業も通常に近い輸送状態を保

つと考えられる．被災時のより正確な状況を再現するに

は，過去に起きた阪神大震災や東日本大震災の際にどの

ような状況で搬入，搬出を取りやめたかなど，当時の状

況について運送業者の方にアンケート調査を行い，業種

別に被災時の対応について傾向を把握するなどの方法を

導入する必要がある． 

c) 公共交通ネットワークに係るパラメータ  

公共交通ネットワークに関しては，初乗り料金は各運

行会社別に調査を行い設定しているが，速度と距離制単

価については恣意的，主観的な値を用いており，現況再

現性を高めるにはそれぞれの数値設定をより精緻に行う

必要がある．具体的には，公共交通のリンク旅行速度に

ついてはGoogleマップのルート検索機能を活用し，待ち

時間を加味した仮想的なリンク旅行速度を設定するとい

った方法が考えられる．一方，距離制単価については，

公共交通，特に鉄道において現段階では現実性を確保す

るのが困難であると考えられる．鉄道の運賃・料金設定

は，対キロ制，つまり距離制単価を一定に設定して乗車

区間の営業キロを乗じることにより運賃額を算出する方

法以外に，区間ごとにそれに応じた運賃を設定する方法

を採用している会社があり，その設定方法が一様ではな

い．本研究で用いている交通量配分を行うツールである

JICA STRADAでは，料金の設定をリンクごとに行う必要

があり，対キロ制を用いている路線に対してはある程度

の信頼性を確保できるものの，それ以外の方法を用いて

いる路線に関しては適切な設定ができない．ゾーン数の

少ない場合であれば，各リンクにおいて料金設定を行う

のではなく各ODペアについて移動にかかる交通費用を

調べ手作業で設定することにより，各ODに対応した運

賃表を作成できるがゾーン数の多い場合には困難であり，

一般的な方法ではないと考えられる． 
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Economic Assessment of Recovery Plan  
from Transport Policy Scenario just After the Earthquake 

 
Atsushi KOIKE, Daichi TANIGUCHI, Yoshinao MIYAMOTO, Takashi UKON 

 
This paper developed the economic damage assesment model in the short-run. This model contains two 

sub models that are the transportation model to calculate traveling time and the production function to 
determine a decrease of products in the short-run. This model can analyze which factor affects economic 
damage most in each industry in each zone. In the seaside area, the result clealy showed that the main 
damage factor is the limitation of intermediate supply or the limitation of final demand supply. However, 
in the other area, the limitation of labor supply from the commuting is the main damage factor. We also 
analyzed the effects of the several recovery plans about transport facilities. This results suggests that the 
comprehensive policy shold be considered as a prevention plan. 
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